


















































体育学部 （9（8 年 小学校養護教諭 保健体育 保健体育














学 部 を （007 年 度
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談会では、審議の結果 「 「教職 国士舘」 めざすグ
















　『百年史』 （仮称） の編纂過程にあって、 既刊の 「学園史」
（ 『国士舘八〇年の歩み』 ・ 『国士舘九十年』 ）は筆者に多くの示唆を与える貴重な研究となって る。また「個別
国士舘史研究年報 2013　楓
14





かにしなければならない新たな課題をも提起する。そこで本節では、 「学園史」 および 「個別史」 の記述を中心に、大学設立事情に関する国士舘史研究の到達点をまずは整理するととも 、同時にそこに内在する課題数点をあわせて提示してみたい。①「学園史」の記述からみる課題　
大学の設立事情には、短期大学体育科の存在が密接に















































方、同時に大学設立の計画が発表され、さらに翌年四月の体育科開校以降においては、やや早急とも思われる期間内に大学（体育学部）設立準備 本格化していったことが【表２】から看取される。しかし 財政的にも困難な状況であったことは容易 推察される当時の情勢にあって、なぜこの時期に、この両者の 案・設立を同時並行的に進めたのか、という点である。　
第二に、 【資料一】によれば、大学設立申請の段階で、





として開設された体育科が完成年度を待たず、わずか二年で入学者募集の停止を決定し、同時に在籍学生を新設体育学部へと編入学させたこと、あるいはそうせざるを得なかったのはなぜか、という点が浮上する。以上の概ね四点が、 「学園史」 の記述からみる筆者の疑問点であ 。②「個別史」の記述からみる課題　
他方、こうした課題の究明に大きな示唆を与えてくれ










年 月 短期大学関連 大学関連










































開設年次は第 （・第 （・第 （ 学年と
する。）












































氏の発言内容に注目して、 【表３】には一九五五年度現在の体育科教員養成学校およびその卒業者数を示した。同表によれば、体育科申請当時 おける体育系学部（学科）等は全国にわずか一六校と少ないこと、あるいは教員の需要と供給量とのバランスを予測して設定されるずの国立大学卒業者数（＝「計画養成」 ）を合計しても三一〇名程度といまだ僅少であったこと、 などがわかる。
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石田氏の「体育の学部を増設する はよい時期で、そういった面でも勢いが 時期ですから…。許可も簡単におりました」との記録 周辺事情を鑑みても一定程度に理解されるところである。しか 、それ あくまで一般的な傾向を示すにとどまり、国士舘大学という個別事例としてみた場合については、なお、疑問が残る。すなわち、 「そういうことで」に続く 科「三年制」の設置理由および他方で大学設置の計画を同時に進めた点など、さきに提示 た疑問はい だ判然 し い。　
続けて短期大学体育科から大学体育学部への移行時期











福島大学 学芸学部（特別教科教員養成課程） （0 名
東京教育大学 体育学部（体育学科・健康学科） （6（ 名
お茶の水女子大学 文教教育学部（教育学科体育学専攻） （（ 名
金沢大学 教育学部（特別教科教員養成課程） （0 名
奈良女子大学 文芸学部（教育学科体育学専攻） （0 名
広島大学 教育学部（特別教科教員養成課程） （0 名
鹿児島大学 教育学部（特別教科教員養成課程） （0 名
小計 （（0 名
【私立大学】
日本体育大学 体育学科 （80 名
順天堂大学 体育学部（体育学専攻・健康教育学専攻） （（0 名
天理大学 体育学部 （0 名
小計 （（0 名
【短期大学】
長崎県女子体育短期大学 体育科 （0 名
東京女子体育短期大学 保健体育科 （0 名
東京女子大学短期大学部 体育科 （0 名
日本女子体育短期大学 （0 名
武庫川学院女子短期大学 体育科 （0 名












































































教免授与資格については、あくまで中学校「保健体育」のみであったという事実はさきに示した【表２】から明らかである（一九五五年三月認可） 。それにも係わらず、第一回入学者に対して、なぜこ 時 で中学校教諭のみならず、 「高等学校教諭」資格授与もあわせて公約したのか、という点 。　
第二に、 「緊急陳情」の内容を素直に理解すれば、学


























する最大の要点は、学園が短期大学体育科設立当時に運用されていた一九五四年六月改正 教免法（以下、改正教免法）をいかに理解していたのか、という点にあることは明らかである。では、 改正教免法はいか 改正されまたそれはいかなる内容を含んで であろうか。本節では、改正教免法で変更された内容のうち、とり け
年 月日 設立・認可の状況 備考
（9（9 年 （ 月 （（ 日 日本体育大学（体育学部）の設立認
可
（9（（ 年 （ 月 （ 日 順天堂大学（体育学部）の設立認可
（9（（ 年 （（ 月 7 日 順天堂大学・体育学部「保健体育」（中・
高）の課程認定認可
昭和 （9 年 （ 月 （ 日から適用
（9（（ 年 （ 月 （ 日 天理大学・体育学部の増設認可
（ 月 （（ 日 日本体育大学・体育学部「保健体育」
（中・高）の課程認定
昭和 （9 年 （ 月 （ 日から適用
（（ 月 （0 日 天理大学・体育学部「保健体育」（中・
高）の課程認定認可
昭和 （0 年 （ 月 （ 日から適用
（9（8 年 （ 月 （0 日 国士舘大学（体育学部）の設立認可
（ 月 （（ 日 国士舘大学中学校・高等学校「保健
体育」の課程認定認可
昭和 （（ 年 （ 月 （ 日より適用




















































































一級普通免許状 大学 （ 年卒教職経験研修 終身 全国
二級普通免許状 学士の学位 終身 全国
仮免許状 大学 （ 年修了 （ ～ （0 年間 全国
助教諭 臨時免許状 高等学校卒業以上 （ ～ （ 年間 各都道府県
改正後
教諭
一級普通免許状 修士の学位 終身 全国
二級普通免許状 学士の学位 終身 全国












る所要資格を得た者（たとえば昭和３０年度に入学した者などである。 ） （中略）は免許状を有しないで昭和４２年３月３１日までは高等学校の教諭（講師を含む。 ）の職にあることができるのである。
右から明らかなように、改正教免法では従来の規定にあった「仮免許状」は廃止され、これによって短期大学卒業者における高等学校教諭資格は原則的に喪失されたといえる。ただし、その附則では経過措置とし 、一九五五年度以前の入学者については一九六六年度までその職にあることを認めることとしたの あった。　
もっとも、そうした法案の成立は短期大学にとっての



























科増設の申請をした は、一九五五年九月であった。同学科増設の主眼が、国士舘の伝統たる体育科教員養成にあったことは疑いようがない。しかし、申請 前年六月に行われた教免法 改正では、それまで短期大学卒業者に授与されていた高等学校教諭仮免許状が免許制度上から廃止され、し がって同法施行後における高等学校教諭の養成は、原則的に四年制大学で うこととなった。ただし、その附則では一九五七年三月三一日までに短期大学を卒業した者 ついては、一九六七年三月三一日
でその職に就けることとされていた。　
もっとも、同法案の可決の際には参議院による附帯決
議がなされ、それは短期大学の既得権益であった仮免許状廃止に関する経過措置の期間延長をさらに求めるものであった。そしてこの要求は、附帯決議の可決にも深く関与した日本短期大学協会を中心に、そ 後も継続的に行われていた。要するに、国士舘短期大学体育科の申請段階における高等学校教諭免許状授与資格の状況は、法規上、すでに「四年制大学卒業」を基礎資格の原則 していたが、 その経過措置としての特例では、 短 大学（二年制）における養成を一九五七年三月三一日まで認め、あるいはそれ以上の延長もあり得るという わが国における教免法上の過渡期であったといえる。　
こうした極めて混沌とした情勢下にあって、学園では








































































戦後の教員養成では、しばしば「免許必修目的養成」 と 「開放制教員養成」 とは対立的に論じられ、
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したがって「目的養成」はイコール「免許必修」制と捉えられることが多い。 （中略）つまり「免許必修」 としか結びつけてこなかった 「目的養成」を、あらためて開放制と結びつけ、なおかつそこにおいて「免許選択」という学生の主体的行為も位置づけて、 「免許選択目的養成」制をあらためて問題提起し みたのである。 （臼井嘉一『開放制目的教員養成論の探究』学文社、二〇一〇年四月、一三頁。 ）

















































































（（）武田勘治「教員養成と短大」 （ 『短期 学教育』第二
　　
六号、前掲書） 。
